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２．１　経済体制改革の深化と対外開放の拡大
　１９８４年１０月，党の第１２次第３回中央全体会議
で採択した経済体制改革に関する決定では，こ
れまでの計画経済と商品経済を有機的に構成さ
せるものとして，公有制の基礎の上での計画的
商品経済体制の建設を明確に打ち立てた。当該
決定の中で，外資利用について，次のように述
べている。「対外経済技術交流と合作の規模を積
極的に拡大し，経済特区の建設を進め，沿海都
市の開放をさらに拡大する。……国内と国外二
種類の資源を大いに利用し，国内市場と国外市
場を開拓し，国内経済建設と対外経済関係の発
展を同時に推し進めなければならない１）」。
　さらに，１９８７年には，市場原理にもとづく企
業運営体制の必要性が注目され，計画的商品経
済体制は計画と市場の内在的統一経済体制であ
ると位置付けた。沿海都市の開放を拡大するほ
か，経済技術開発区の創設や沿海経済開放地帯
の創設にも着手した。
　当然ここで言う対外開放の拡大は二つの意味
をもっている。一つは沿海開放都市，経済技術
開発区，沿海経済開放地帯の自主権を拡大し，
対外的経済活動の拡大を推し進めること。今一
つは，これら開放都市や開発区，開発地帯へ直
接投資する外国資本に対して優遇を与え，外資
の利用と技術の導入を推し進めることである。
　沿海開放都市の拡大作業はすでに１９８４年から
着手され，本シリーズ稿（Ⅰ）でも触れたよう
に，天津，上海，大連，秦皇島，煙台，青島，
連雲港，南通，寧波，温州，福州，広州，湛江，
北海の１４都市（１９８７年に威海も追加された）が
沿海開放都市として決定された。
　１９８５年２月，国務院は長江，珠江，閩（福建
省）南・厦（アモイ）・漳（漳州）・泉（泉州）
デルタ地帯座談会を開き，三つのデルタ地帯の
開放について議論が行われた。その後座談会の
「紀要」をまとめ，三デルタ地帯の開放を正式に
批准した。三つのデルタ開放地区は６１の市・県
に及ぶ。１９８５年４月，海南島経済特区の建設が
批准され，これまでの四つの経済特区に加え，
さらに，１９８８～９１年にかけて，環渤海経済開放
区（山東半島，遼東半島），河北，広西など沿海
地区（合わせて２９３の市・県・鎮に及ぶ）の開放
を決めた。１９８８年４月，海南島経済特区の建設
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が決められ，これまでの４つの経済特区に加え
て，五つの経済特区の建設が完成した。
　いわゆる経済技術開発区とは，国の批准を受
け，上記開放都市が主体となって，特殊政策を
実施し，比較的小さい範囲内で国際レベルの投
資環境を作り上げ，先進技術の導入や外資直接
投資企業の誘致を目的とする特定の地区のこと
である。１９８４年９月から１９８８年６月まで，上記
の開放都市で１４の国家レベル経済技術開発区を
作り上げた２）。
２．２　外資直接投資導入に関する法整備の完備と
優遇政策の拡大
２．２．１　外資直接投資導入に関する法整備の
完備
　１９８６年から始まる第７次５ヵ年計画期は第６
次５ヵ年計画期に実績（４１億ドル）の２倍を超
える，すなわち１００億ドル以上の外資直接投資を
導入するという意欲的な目標を掲げていた。そ
のためには投資環境の一層の改善は不可欠とな
る。新たな動きとして，まず１月，「中外合資経
営企業法実施条例」第１００条の改定である。当初
は，一般的な合弁企業の合弁期限は原則的に１０
～３０年と規定し，投資金額が大きく，建設期間
が長く，投資利潤率が低い投資案件に関しては，
批准により３０年以上の合弁期間を認めると規定
していた。上記のような投資回収に長期間を要
する製造業の対中投資で最大の懸念事項となっ
ていた合弁期間を延長することにより，外資直
接投資意欲を高めるために役立つと判断し，合
弁期間の改定を踏み切った。改定の内容は，投
資金額が大きく，建設期間が長く，投資利潤率
が低い投資案件で，外国合弁者から先進技術や
コア技術の提供により先端的技術製品の生産を
行う投資案件，あるいは国際的に競争力のある
製品を生産する投資案件の合弁期間を最大３０年
から５０年までへ延長し，国務院が特別批准した
案件は５０年を超えることも認めるようになっ
た３）。
　上記のような意欲的な目標を掲げていたこと
により，合弁企業の設立を奨励し，その外貨収
支のバランスの維持を促進するため，１９８６年１
月，「中外合弁企業の外貨収支バランス問題に関
する規定」（以下略称「外貨収支バランス規定」）
を公布した。これまで合弁企業は必要とする外
貨は輸出を通じて自ら調達しなければならな
かったことに対して，今回の規定では，認可さ
れた合弁企業の外貨収支について調整が必要な
場合には，審査・認可権限に応じて，分級管理
による各主管部門が責任をもって解決しなけれ
ばならないと決めた４）。外国側合弁者が先進的
技術あるいはコア技術を提供し生産される先端
製品あるいは国際競争力のある優良製品に関し
て，国内で緊急に必要とする場合，上記分級管
理による主管部門の批准を受け，国内向け販売
比率と販売期間について優遇を与えることがで
きる（「外貨収支バランス規定」第４条）。
　合弁企業が国内で長期に亘り輸入する必要が
あり，又は緊急に輸入する必要がある製品を生
産する場合，当該製品の品質及び規格等並びに
当該製品の輸入状況に応じて，国務院主管部門
あるいは地方主管部門の批准を受け，（当該製品
の）輸入代替を実施することができる。当該代
替については，合弁企業契約または生産・需要
者間契約において明確化にしなければならない。
当該製品の国内購入企業が購入のために必要と
する外貨（国際価格に従って外貨建ての売買契
約を結ぶ）は，事前に関連主管部門の審査を受
け，国家計画委員会または地方の計画委員会の
認可を受け，長期又は年度外貨使用計画に組み
入れて外貨収支バランスの問題を解決する（「外
貨収支バランス規定」第５条）。
　さらに，合弁企業は外貨収支バランスを維持
するため，対外経済貿易部門の許可を経て，外
国側合弁者の販売関係を利用して国内製品を輸
出し，総合的に補てんすることができる。ただ
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し，国が統一的に取り扱う製品，輸出割当製品
及び輸出許可証管理製品については，対外経済
貿易部の特別の許可を受ける必要がある（「外貨
収支バランス規定」第６条）。
　１９８６年は外資直接投資導入で初めて試練を迎
えた年であった。この傾向が最も顕著に現れた
のは，直接投資の落ち込みである。後述の統計
資料でも示しているように，８６年の直接投資の
実行金額は対前年比１３％増の１８.８億ドルに達し
たが，契約金額は同半分以上減の２８.３億ドル，
また外資系企業の主要形態となる合弁企業の設
立数は同４割近く減の８９２件にとどまった。
　合弁企業が直面する問題のうち，最も深刻と
なっていたのは合弁企業の外貨均衡問題であっ
た。輸出促進政策と二本柱で実施してきた外資
直接投資政策であるが，多くの外資直接投資企
業は加工貿易形態により事業を展開している中，
外貨不足から部品の輸入ができず，最終製品の
輸出に影響し，操業停止の状況に追い込まれる
事態まで発生した。合弁企業の外貨収支バラン
ス問題への取り組みはすでに上記の「外貨収支
バランス規定」の実施を皮切りに始まった。こ
のほか，１９８５年から始まった新たな為替管理体
制改革の一環として実施した外貨調整センター
の創設は，合弁企業の外貨バランス問題を改善
するための一翼を担ってきた。１９８５年１１月，深
圳経済特区で全国初の外貨調整センターを設立
した。その後，国家外貨管理局は「留成外貨調
整に関する実施方法」（「関与留成外匯調剤的実
施弁法」）や「外貨調整に関する規定」（「関与外
匯調剤的規定」）など一連の外貨管理に関する規
定を公布した。これを受け，各地で外貨調整セ
ンターが設立された。さらに，中央部門間と各
地外貨調整センター間の外貨を調整するため，
北京で全国外貨調整センターを設立，外貨需要
の増加に対応すべく調整ルートの多様化が進め
られた５）。
　投資環境を改善し，先進技術の導入を促進し，
製品の輸出競争力を高め，外貨獲得能力を拡大
させるため，１９８６年１０月，国務院は「外資直接
投資企業の投資奨励に関する規定」（以下は「外
国投資奨励規定」と略称）を公布した。詳細に
ついては，次の項目で述べる。さらに，１９８７年
１月，合弁企業の外貨不足を補てんするために，
許可を受けたものに対して，国内製品を購入し
それを輸出し外貨収入を増やす方法を実施した。
１９８７年１０月，合弁企業の設立を奨励し，外貨収
支バランス問題の解決を促すため，国家計画委
員会は「合弁企業・合作企業の輸入代替品生産
に関する規定」を公布した。
　本シリーズ稿（Ⅰ）でも述べたように，１９８４
年までは，外資系企業の設立基準に関連する法
律は「中外合資経営企業法」及びその実施細則
のみであった。いわゆる外資独資企業と，合作
条件が合作双方の契約によって定められる合作
企業は，例外的，特殊的性格の外国企業存在と
して位置付け，一般的設立認可条件を規定する
法律を制定せずに，個別的特殊許可案件として
対処したものであった。実務レベルでその特殊
性に応じて対処するため，「外国企業所得税法」
で対応した。外資直接導入の実験的実施から初
歩的拡大段階へ移行するために，関連法律の整
備が必要とされる。１９８６年４月，「外資企業法」
を新たに制定した。今回の外資企業法で規定し
ている外資企業とは，中国の関係法律によって
中国内に設立された外国投資家の１００％出資企業
のことを言い，外国の企業とその他の経済組織
の中国内における出先機構は含まないと規定し
ている（「外資企業法」第２条）。
　上記のようないわゆる外資独資企業の設立申
請に関しては，国務院の対外経済貿易主管部門
又は国務院が権限を与えた機関が審査・認可す
る。審査・認可期間は，申請を受けた日から９０
日以内に結果を通達する（「外資企業法」第６
条）。認可を受けた外国投資家は認可書を受けた
日から３０日以内に，工商行政管理機関に登記を
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申請し，営業許可を受け取るものとする（「外資
企業法」第７条）。
　外資企業は，審査・認可機関が認可した期間
内に中国内で投資するものとする。期間を過ぎ
ても投資しない場合には，工商行政管理機関は
営業許可を取り消す権限を有する（「外資企業
法」第９条）。
　外資企業は国の関連税法の規定によって納税
し，かつ減税，免税の優遇措置を受けることが
できる。外資企業は所得税納税後の利潤を中国
内に再投資する場合，国の規定により再投資部
分の納付済み所得税の還付を申請することがで
きる（「外資企業法」第１７条）。外資企業を含め
た外国直接投資企業に対する税制優遇政策につ
いては後述する。
　外資企業に対する為替管理は，中国銀行又は
国の為替管理機関が指定する銀行に口座を開設
するものとする。外資企業は自ら外貨収支バラ
ンスを図らなければならない。外資企業の製品
を関係主管機関の承認を得て国内市場で販売し，
そのために企業の外貨収支はアンバランスが生
じた場合には，主管機関が責任をもって解決す
る（「外資企業法」第１８条）。
　「外資企業法」公布後の１９８８年４月，「中外合
作経営企業法」の実施を公布した。これにより，
これまで外資系企業に関する法律は三本柱の形
で完備された。「中外合作経営企業法」では，国
は製品を輸出し又は先進技術をもつ生産型合作
企業の設立を奨励することを明確に規定した
（「中外合作経営企業法」第４条）。
　合作企業の董事会（取締役会）の構成・職権
については，合作者の一方が董事長，共同管理
機構の主任に就任する場合，もう一方がその副
董事長及び副主任に就任するものとする。董事
会または共同管理機構は社長の任命または招請
を決定し，合作企業の日常の経営・管理業務を
担当させることができる（「中外合作経営企業
法」第１２条）。
　合作企業に対する為替管理については，営業
許可をもとに，国の為替管理機関が指定する銀
行に口座を開設するものとする。合作企業は外
貨収支の均衡を自ら図るものとする。合作企業
は外貨収支の均衡を自ら図れない場合には，国
の規定によって，関係機関に援助を申請するこ
とができる（「中外合作経営企業法」第１６・２０
条）。
　１９９０年４月の全国人民代表大会では，１９７９年
実施してきた「中外合資経営企業法」の改正案
が採択され，その結果，合弁企業の董事会（取
締役会）の構成・職権については，外国側合弁
当事者も合弁企業の董事長を担当できるように
なり，合弁期間を定めないことも可能となった。
さらに，同年１０月，業種別に契約時における合
弁期間設定の有無に関する暫行規定を公布した。
この暫行規定によれば，下記の五つの分野以外
で，外資直接投資が許可されていれば，合弁期
間を定めなくてよいということとなった６）。ま
た，同年１０月から行政訴訟法が実施され，外資
系企業にも提訴の道が開かれた。
①　サービス業関連，例えばホテル，マンショ
ン，オフィス，娯楽，飲食，タクシー，カ
ラーDPE，メンテナンス，コンサルティン
グなどの業種での合弁企業
②　土地開発及び不動産開発業での合弁企業
③　資源の探査・開発関連で合弁企業
④　国が制限している投資分野での合弁企業
⑤　その他の法律や規定により合弁期限の約定
が必要とする投資分野
　さらに，上記「外資企業法」を実施した２年
後の１９９０年１０月，「外資企業法実施細則」の実
施が行われた。
２．２．２　外資直接投資導入優遇政策の拡大
　前述したように，１９８６年に入り，外資直接投
資の落ち込みが顕著に現れ，外資直接投資環境
の改善が焦眉の急務となった。まず取り上げる
べき優遇政策は，１９８６年１０月１１日公布した「外
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資直接投資の奨励に関する規定」（以下「外資奨
励２２条」と略称）であろう。今回の奨励規定は，
投資環境を改善し，外資直接投資誘致の拡大や
先進技術の導入と製品品質の向上，輸出による
外貨獲得の拡大を図るためであると位置付けて
いる。
　今回の奨励規定は，主に製品輸出企業と先進
技術企業に特別優遇待遇を与えることに重点が
置いてある。これまでの優遇策と比べ，以下の
ような点が新たに決められた。
　①　労務費用の削減優遇策である。上記２類の
外資直接投資企業は，国の規定により中国側従
業員の労働条件，福祉費用及び住宅補助金を支
払う以外，国が従業員に対するその他の各種補
助金の納付を免除する（「外資奨励２２条」の第３
条）。
　②　土地の使用費の削減優遇策である。上記２
類企業の用地使用料は大都市市内の繁華街を除
き，次のような基準で計算・徴収する。
ａ　開発費及び使用料を総合的に計算・徴収す
る地域では，１平方メートル当たり年間５
元～２０元とする。
ｂ　開発費を１回で計算・徴収する，或は上記
２類企業が自ら用地を開発する地域では，
使用量を最高１平方メートル当たり年間３
元とする。
　上記で定めた料金徴収基準について，地方政
府は状況に応じて一定期間内において免除する
ことができる（「外資奨励２２条」の第４条）。
　③　税収減免優遇策である。製品輸出企業は，
国の規定による企業所得税減免期間の満了後，
当年度の製品の輸出額が製品の総生産額の７０％
以上に達した輸出企業に対して，現行税率の半
分の税率で企業所得税を納付することができる。
経済特区及び経済技術開発区にある製品輸出企
業及びすでに１５％の税率で企業所得税を納付し
ている製品輸出企業で，上記の条件に満たして
いるものは１０％の税率で企業所得税を納付する
（「外資奨励２２条」の第８条）。
　先進技術企業は，国の規定による企業所得税
減免期間の満了後，企業所得税の半額減免を３
年間延長することができる（「外資奨励２２条」の
第９条）。
　外国側投資者は企業から分配された利益を中
国内に再投資し，製品輸出企業又は先進技術企
業を設立もしくは事業拡大し，かつ経営期間が
５年を下回らない場合には，税務機関による申
請審査・批准を受け，再投資部分の企業所得税
を全額還付する（「外資奨励２２条」の第１０条）。
　外資直接投資企業の輸出品については，原油，
石油製品及び国が別途の定めをしている製品を
除き，工商統一税の納付を免除する（「外資奨励
２２条」の第１１条）。
　④　外貨のバランス調整と短期資金における融
資の優先的待遇。外国投資企業間において，外
貨管理部門の監督の下に，外貨の過不足を相互
に調整することができ，中国銀行及びその他指
定銀行は，外資投資企業に対して外貨担保業務
を行い，人民元貸し付けをすることができる
（「外資奨励２２条」の第１４条）。
　このほか，外資直接投資企業の自主権の明確
化がうたわれ，生産計画，資金・原材料調達，
製品販売，従業員採用・解雇などは，現行体制
の制約を受けずに現代的企業経営に基づく管理
方法で行うことができるようにしている。また，
外資直接資企業の投資申請に対する審査・認可
などの事務効率の向上が強調されている。
　８０年代後半の対外開放の特徴の一つは，異な
る地域には異なる開放政策を実施し，そして，
この異なる開放政策に含まれる税収優遇政策も
異なっているということである。上記の「外資
奨励２２条」の実施を受け，異なる開放地区，開
放都市，技術開発区には異なる税収上の優遇対
策を発表した。上記経済特区及び経済技術開発
区にある製品輸出企業及びすでに１５％の税率で
企業所得税を納付している製品輸出企業に関し
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ては，条件に満たしているものは１０％の税率で
企業所得税を納付するようになると同時に，
１５％より高い税率で納税している製品輸出企業
に関しては，１５％の税率で企業所得税を納める
ことと決め，経営期間は１０以上に越えたものは
２免３減（企業所得税を利益獲得開始年度から
２年間免税，その後３年間は半減する）と決め
た。上記経済特区範囲外の旧市街区及び１４沿海
開放都市経済技術開発区範囲外の旧市街区，上
記の三デルタ地帯の開放都市に関しては，条件
に適合する投資プロジェクトは１５％の税率で企
業所得税を納め，条件に適合する業種は２４％の
税率で企業所得税を納めることがきる。１９９０年
に上海の浦東新区が新たな開発区として設立し，
この浦東新区内に設立する生産性外資系企業は
１５％の税率で企業所得税を徴収し，経営期間は
１０年であれば２免３減，１５年以上であれば５免
５減の優遇を与える７）。
　１９９１年，「外国投資企業及び外国企業所得税
法」を新たに実施した。今回の外資系企業の所
得税法の実施により，今までの地域別に実施し
てきた減免税優遇政策を統一させることとした。
その結果，外資系企業の企業所得税率は３０％，
地方所得税率は３％，合せて３３％の企業所得税
と決めた。上記の経済特区等特別地区内に設け
られる外資直接投資企業に対する税収優遇措置
は，「指定地域及び業種における税の軽減措置」
（当該「所得税法」第７条）という形で特別に規
定していた。その内容は，経済特区に設けられ
た外資直接投資企業及び経済特区内に機構・場
所を設置して生産，経営に従事している外国企
業並びに経済技術開発区に設けられた生産型外
国投資企業については，１５％の軽減税率で企業
所得税を徴収する。
　沿海経済開放区に，並びに経済特区及び経済
技術開発区のある都市の旧市街に設立された生
産型外国投資企業については，２４％の軽減税率
で企業所得税を徴収する。
　沿海経済開放区に，並びに経済特区及び経済
技術開発区のある都市の旧市街に，又は国務院
の定める他の地区に設けられた外国投資企業で，
エネルギー，交通，港湾，埠頭又は国が奨励す
るその他の事業に属するものについては，１５％
の軽減税率で企業所得税を徴収することができ
る。
　さらに，長期に亘り経営を行う生産型外国投
資企業については，特別の減免措置が取られた。
経営機関が１０年以上のものについては，利益が
上がり始めた年度から，１年目と２年目が企業
所得税を免除し，３年目から５年目にかけては
企業所得税を半分に軽減する。ただし，石油，
天然ガス，レアメタル，貴金属などの資源採掘
事業に属するものについては，国務院が別途規
定を定める。農・林・牧業に従事する外国投資
企業及び経済の未開発辺地に設立された外国投
資企業は，上記の企業所得税減免期間の満了後，
企業が申請し，主管部門の許可を受ければ，さ
らに１０年間企業所得税を１５％ないし３０％軽減す
ることができる（第８条）。
２．２．３　優遇政策への評価
　１９８０年代以降，外資直接投資に関する実証的
研究が明らかにしているように，投資国と投資
先国の間の税収率の差異は，FDIの流動に重要
な役割を果たしている。１９８５年世界銀行のエコ
ノミストは１０カ国・７４件の外資直接投資項目に
対する調査を行ったが，その内，５０項目で，
６７％の投資家は，彼らが投資先国を選択する条
件は，全面的に当該国の税収上の優遇政策であ
ると認めている８）。外資直接投資企業に与える
税収上の優遇政策によりもたらした積極的作用
は言うまでもないことである。しかし，国民経
済の健全の発展を図るという意味において問題
点も同時に内包している。ここでは，一種の事
後的分析ではあるが，その問題点を整理してみ
よう。
　第１の問題点は，外資直接投資企業に対する
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税収優遇政策は，国内資本企業にとって言えば
競争上の不公平の問題が生ずる。国内資本企業
の企業所得税率は３０％，地方所得税率は３％，
合せて３３％の企業所得税が求められている。上
記でもわかるように形式上は外資直接投資企業
の企業所得税率も合わせて３３％と決めているが，
実質の優遇税率で言えば合せて１０％～１５％程度
である（上記外資系企業の所得税法の第９条で
は，地方政府が外国投資を奨励するため，実情
に応じて地方所得税の免除を決定することがで
きると決めており，外資誘致を競うため，地方
所得税の徴収がほとんど免除されているのが現
状である）。さらに，一部の国内資本企業はこの
国内・外資企業に対する差別待遇を利用し，い
わゆる“Round Tripping Investment”あるいは
“Return Investment”と呼ばれるやり方で，国
内向けの直接投資活動を通じて企業所得税の優
遇を受けようとする。UNCTADは，中国向けの
外資直接投資のうち，中国国内資本企業による
ものが２０％に達していると予測している。この
意味からすれば，本来の外資直接投資に対する
税収優遇の目的から乖離する結果となる９）。
　第２の問題点は，対外税収に関する法整備の
総体的方向性，系統性と規範性に欠けているこ
とである。対外税収に関連する規定や法律は，
国務院，財政部，税務総局がそれぞれ単独で通
知という形で公布し実施してきた。一部の規定
は臨時対応のためのもので，政策上の統一性，
系統性と規範性に欠けている。さらに多くの規
定では，ある程度の原則を定めたのみであって，
実際規定の執行上の具体的の操作方法が定めて
おらず，業務執行上においては任意に処理する
部分が多く発生している１０）。このほか，地方で
は，外資誘致するための「税収優遇合戦」が展
開され，国の統一の規定範囲を超える優遇措置
を取り，国家の利益に損失を与え，経済運営秩
序を撹乱するマイナス作用をもたらした。
　第３の問題点は，当時の外資直接投資導入は，
貿易促進による外向型経済発展戦略と結合する
形で行われた。その意味において，すでに上述
した外資直接投資企業に対する税収上の優遇政
策はすべて製品の輸出を主とする生産型企業に
限定する意義はここにある。しかし，こう言っ
た優遇政策の実施は，中国の産業構造からすれ
ば，優先的・重点的に発展させなければならな
い特定の産業・業種に焦点を当てる必要がある。
これまで実施してきた優遇政策は，そう言った
重点的配置の考慮がなく，画一的対応で実施し
てきた。このような政策は，国民経済の発展と
外資直接投資導入の内的関連を遮断してしまう
結果となった１１）。このほか，外資直接投資企業
はこのような画一的税収優遇政策をできる限り
利用しようとするため，いわゆる「ツーゼロ現
象」１２）が続出し，本来の優遇政策の目的から乖
離してしまう。
２．３　外資直接投資導入の実態
　まずこの時期の外資直接投資額について，上
述に一連の外資導入促進政策の実施に伴い，外
資直接投資金額は継続的増加を見せた。１９８５～
９１年までの契約金額の合計は４１９.４４億ドルで，
９１年の契約金額は初めて１００億ドルを突破し
１１９.７７億ドルに達した。実行投資金額は８５年の
１６.６１億ドルから９１年の４３.８７億ドルまでに増加
し，６年間で２.６倍の増加で，年平均続増加率
１７.５％に達している。表２－１で示しているよう
に，中国の外資利用全体額の内訳から見れば，
この時期の外資直接投資の利用は依然として主
流になっていないことが分かる。９１年の外資直
接投資の利用額は対外借款などを含めた外資利
用総額の３８％を占めるようになっているが，割
合としては半分以下の水準にとどまっている。
外資直接投資金額ベースでは，シンガポールと
メキシコに次ぐ，発展途上国の中で３位の地位
を占めている１３）。
　９１年までの外資直接投資額の対 GDP比では，
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９１年以外の年は１％以下である状況から，この
時期の外資直接投資による GDP成長貢献度は
かなり限定的である言えよう。契約件数では，
前述した８６年の外資直接投資の落ち込み以外の
年，全体のトレンドとして増加する傾向にあり，
９１年に新たに契約を結んだ投資案件の数は１万
を超え，１２,９７８件に上る。しかし，外資直接投
資額の増加状況と総合的に見れば，一件当たり
の投資額はかなり低い水準にあることが読み取
れる。９１年の一件当たりの投資額は３３.６４万ドル
で，この時期の最低水準となり，外資直接投資
利用の水準と質の高度化が求められることを物
語っている。
　企業形態別の外利用状況については，本シ
リーズ稿（Ⅰ）と合わせて参照されたいが，表
２－４にも示しているように，１９８５年から，外資
直接投資の利用は大きな進展を見せ始めた年で
ある。合弁企業の契約件数は１,４１２件で，１９８４年
までの同企業形態の契約件数の合計の１.５倍に達
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表２－１　外資直接投資額（実行ベース）
単位：億ドル
外資直接投資
が総額に占め
る割合（％）
総 額
そ の 他 の
形態による
直 接 投 資
外 資 直
接 投 資対外借款年
１７.７１７３.２６１０.３５３０.７０１３２.２１１９７８～１９８４
３７.２４４.６２２.９５１６.６１２５.０６１９８５
２５.８７２.５８３.７０１８.７４５０.１４１９８６
２７.４８４.５２３.３３２３.１４５８.０５１９８７
３１.２１０２.２７５.４６３１.９４６４.８７１９８８
３４.８９７.４２０.６４３３.９２６２.８６１９８９
３３.９１０２.８９２.６８３４.８７６５.３４１９９０
３８.０１１５.５５２.８０４３.８７６８.８８１９９１
出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対
外経済貿易年鑑出版社，各年関連データより作成。
表２－２　外資直接投資額対 GDP比
単位：億ドル
FDI/GDP
（％)GDP
注１外資直接投資
（FDI)年
０.５４３,０５２.６５１６.６１１９８５
０.６３２,９５４.７６１８.７４１９８６
０.７２３,２１３.９１２３.１４１９８７
０.８０４,０１０.７２３１.９４１９８８
０.７６４,４９１.０４３３.９２１９８９
０.９０３,８７７.７２３４.８７１９９０
１.０８４,０６０.９８４３.８７１９９１
注１：GDPのドル表示値は，年間平均レートで換
算している。
出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国
対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出版
社，各年関連データより作成。
表２－３　投資契約件数及び一件当たり平均投資額
（実行ベース）
単位：万ドル
一件当たり平均投資額投資契約件数年
５３.９７３,０７３１９８５
１２５.１６１,４９８１９８６
１０３.６１２,２３３１９８７
５３.７２５,９４５１９８８
５８.７１５,７７９１９８９
４７.９５７,２７３１９９０
３３.６４１２,９７８１９９１
出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国
対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出版
社，各年関連データより作成。
している。実行投資金額は５.８２億ドルで，１９８４
年までの同企業形態による合計実行投資金額の
約１.４倍に達している。前述したように，１９８６年
の外資直接投資利用が落ち込むが，一連の対策
により，翌年から徐々に回復し，１９９１年には，
合弁企業の契約件数は前年の２倍強の８,３９５件に
達した。一方，１９８４年までの外資直接投資は，
契約件数も投資金額も最も多かった企業形態で
ある合作企業については，合弁企業の変化の様
子と対照的で，契約件数と投資金額の増加はと
もに穏やかであり，合弁企業のそれと大きな開
きを見せた。合弁企業による直接投資が主要な
地位を占めるようになったことが当該時期の企
業形態別外直接投資の大きな特徴の一つである。
独資企業による直接投資の躍進的変化は当該時
期の企業形態別外資直接投資の今一つの特徴と
なる。特に１９８８年独資企業形態による投資の契
約件数は８７年の４６件から一気に４１０件にまで増
え，実行投資金額も８７年の０.２５億ドルから８８年
の２.２６億ドルにまで増加した。これを契機に，
１９９１年まで独資企業形態による投資の契約件数
は２,７９５件，実行投資金額は１１.３５億ドルにまで
それぞれ急激に増加してきた。
　１９８８年以後の外資直接投資の利用の躍進的変
化が現れた理由は以下の二つであると考えられ
る。一つの理由は，先進国を中心とする世界経
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出所：表２－３より作成。
図２－１　投資契約件数及び一件当たり平均投資額（実行ベース）
表２－４　企業形態別外資利用状況（実行ベース）
単位：億ドル
合 作 企 業独 資 企 業合 弁 企 業
年
投資金額契約件数投資金額契約件数投資金額契約件数
５.８５１,６１１０.１３４６５.８２１,４１２１９８５
７.９４５８２０.１６１８８.０４８９２１９８６
６.２０７８９０.２５４６１４.８６１,３９５１９８７
７.８０１,６２１２.２６４１０１９.７５３,９０９１９８８
７.５２１,１７９３.７１９３１２０.３７３,６５９１９８９
６.７４１,３１７６.８３１,８６０１８.８６４,０９１１９９０
７.６３１,７７８１１.３５２,７９５２２.９９８,３９５１９９１
４９.６８８,８７７２４.６９６,１０６１１０.６９２３,７５３１９８５～９１
出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外
経済貿易年鑑出版社，各年関連データより作成。
済の産業構造の調整が行われ，これら先進国あ
るいは先進国へ中間材を輸出する新興国・地域
の労働集約型産業の海外への移転が行われた。
特に日本企業の生産拠点の海外シフトは，円高
の定着によりとどまることなく進行している状
況にある。円高により競争力を低下させた輸出
産業は，付加価値の低い工程・製品の生産をア
ジア諸国に移転させ，産業・企業内分業の形成
を急いでいる。これと同時に，アジア NIESの
人件費高騰，通貨切り上げにより，より廉価な
労働力を求めて日本企業の中国シフトが著しい。
このことは積極的に外資の導入を実施する中国
にとって絶好な外部条件を与えた。比較優位を
発揮し，豊富な廉価労働力に潜在的消費市場と
しての魅力を加え，より多くの外資直接投資を
誘致する決定的要素となった。今一つの理由は，
前述した一連の投資環境改善策の実施により，
まだ不完全であるが，投資環境はかなり改善さ
れ，特に沿海部の発展戦略とさらなる対外開放
の拡大，対外貿易権の地方への下放などの制度
改革は，外資導入の積極性が一段と高まった。
　業種別の外資直接投資利用の状況については，
全体的に言えば，この時期，第１次産業の外資
直接投資の利用が最も少なく，契約件数で言え
ば３.２％，契約金額で言えば２.３％にすぎない。
第２次産業の工業部門，とりわけ製造業の外資
直接投資の利用が最も多く，工業部門全体の契
約件数で言えば８７％，契約金額で言えば６８％を
占める状況にある。８０年代後半から，主な投資
先部門は家電，通信設備，軽機械設備，紡織・
アパレル，食品・飲料など加工工業部門に集中
している１４）。その次に外資直接投資の利用が多
い部門は第３次産業の不動産・公共事業部門で
ある。契約件数で言えば３.７％，契約金額で言え
ば１９.８％となっている。一般的に言えば，一次
産品の価格が低く，利潤率も比較的低い状況に
ある。それに加え，この時期中国は第１次産業
への外資参入に厳しく制限を行っており，多く
74 広島経済大学経済研究論集　第３３巻第３号
表２－５　業種別外資利用状況（契約ベース）
単位：万ドル
１９９１１９９０１９８９１９８８１９８７１９８６１９８５
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
投資
金額
契約
件数
１,１９７,６８２１２,９７８６５９,６１１７,２７３５５９,９７６５,７７９５２９,７０６５,９４５３７０,８８４２,２３３２８３,４３４１,４９８６３３,３２１－総　　　計
２１,９９６３２５１２,２２５２２３１２,１３８１８３２０,８８６２３４１２,４９６９９６,２３１７５１２,６３１－農・林・牧・漁
９６２,２６９１１,６３２５５６,９１８６,５９１４６６,３６６５,１０７４０２,１４６４,９９６１７７,５６２１,８１１７８,５１６１,０２２２３８,４２３－工業
－－４０１－－１６４２－－－－３６,２０９－地質探査
１３,４２０７７１８,１０８４３６,６９５５８１１,８８１７３５,４６７３０５,２５８２７１３,２５２建設・建築
９,４９５６９３,６４６５１５,２１１４９９,１１６１４８１,６４１４１３,３３４２２１０,５６８－運輸・通信
１７,４２４２３６１０,６６０９６６,７３５７２６,４２４８６２,９４０４０１０,０１３６０５２,６５４－商業・飲食業
１５０,３７１４０１４５,２４７１５８５２,３７９１７６５３,０１６２１８１４７,０６２１４２１６１,７３１２１２２２７,０５８－不動産・公共事業
６,４０２２８３,７９８１５３,５６４１０５２８１７１,１４５７１,６３７４５,１５２－
衛生・体育・社会
福祉
５,５９９５０５０６１５７２３２０４,４４４１９１,４２２３４,０７１６４２６－教育・文化芸術
１,８５５６６３,１９５２４３５９１０７３９１９７６５２４５６６３－
科学研究及び総合
技術サービス
－－－－－－１,１６７２－－－－６,３１０－金融・保険
８,８５１９４５,２６８５６５,８０６９４１９,１９５１３１２１,０７３５５１２,６１９６５２９,９７５－その他
出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出版社，各年関連デー
タより作成。
の栽培業と養殖業は直接請負の経営方式を取っ
ているなどのことから，外資直接投資の参入は
困難であった。第２次産業については，中国は
世界産業構造の調整と呼応する形での産業構造
向上の志向戦略を実施し，第２次産業特に製造
業への外資直接投資の参入が格段と高い水準に
なっている。第３次産業については，改革・開
放初期ごろ，観光・旅行・不動産・商業関連以
外のサービス部門の外資直接投資の参入を厳し
く制限，禁止したため，上記以外のサービス部
門の外資直接投資はほとんど少なかった状況に
ある。
　外資直接投資の国・地域別状況については，
表２－７で示しているように，１９９１年の外資直接
投資の投資元国・地域は，香港が最も多く，契
約件数で言えば６５.５％を占め，契約金額で言え
ば，６０.２％を占める状況にある。香港・マカ
オ・台湾を合わせたいわゆる華僑資本による直
接投資の契約件数は全体の８１.８％，契約金額は
全体の７４.３％を占める状況にある。改革・開放
から１９９１年までの状況を見てみると，契約件数
にしても，実行金額にしてもやはり香港が占め
る割合は最も多い状況である。具体的には契約
件数は合せて３０,２９７件で全体の７２.１％，実行金
額は合せて１３３.３５億ドルで全体の５７.３％をそれ
ぞれ占めている。マカオ・台湾を全部合わせる
と，契約件数は３４,９９１件で全体の８３.３％，実行
金額は６１.９％をそれぞれ占める状況にある。
　香港・マカオと対照的に，台湾からの中国大
陸向けの投資が急増し始めたのが１９８８年以降の
ことであった。台湾と中国大陸の政治的事情か
ら，台湾は中国大陸との直接投資について第３
地域を迂回して間接的に投資を行うことしか認
めなかったが，１９８８年，台湾資本による直接投
資を奨励するため，国務院は「台湾同胞の投資
の奨励に関する規定」を公布し，台湾資本によ
る直接投資の便益を図った。１９９１年になってよ
うやく台湾からの対中国大陸への直接投資が正
式に認められた。
　この時期の先進国による対中直接投資につい
ては，上で見たとおり，直接投資の割合はまだ
低い段階にあることが分かる。直接投資金額が
少ない中で，日本の対中直接投資は先進国の中
でトップレベルにあることが分かる。日本の大
企業と中小企業間の緊密な需給関係により，日
本の対中直接投資は主に中小企業を中心として
大企業を追随する形での進出が大きな特徴と
なっている。当該時期の対中直接投資の企業の
うち，９割が中小企業であると言われている。
このほか，中国へ進出している企業の多くは，
商社や関連企業同士で出資し合って投資を行っ
ているケースがかなり大きな割合を占めている
ことが日本の対中直接投資のもう一つの特徴と
なる。１９８４～９０年に中国へ進出している企業の
うち，２７１社に対する調査の結果，連合で出資し
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表２－６　業種別外資利用の割合（契約ベース）
単位：万ドル
１９８５～９１
割合
（％）
投資
金額
割合
（％）
契約
件数
１００４,２３４,６１４１００３５,７０６総　　　計
２.３９８,６０３３.２１,１３９農・林・牧・漁
６８.１２,８８２,２００８７.３３１,１５９工業
０.９３６,４１３０.０３地質探査
１.７７４,０８１０.９３０８建設・建築
１.０４３,０１１１.１３８０運輸・通信
２.５１０６,８５０１.７５９０商業・飲食業
１９.８８３６,８６４３.７１,３０７不動産・公共事業
０.５２２,２２６０.２８１衛生・体育・社会福祉
０.４１７,１９１０.３１１３教育・文化芸術
０.２６,９１１０.４１２９科学研究及び総合技術サービス
０.２７,４７７０.０２金融・保険
２.４１０２,７８７１.４４９５その他
出所：表２－５より作成。
ている企業は４７.６％を占め，そのうち商社と連
合出資する企業は３４.３％，関連企業同士で連合
出資する企業は１３.３％を占めている状況であ
る１５）。１９９１年までの日本の対中直接投資合計額
は，それまでの対中直接投資総額の１４％を占め，
アメリカは１０％を占め，欧州諸国はその後を追
う形となっている。
　表２－８は当該時期の外資系企業の輸出入状況
を示している。全国の総輸出入額は，１９８５年の
６９６億ドルから１９９１年の１,３５６.３億ドルまでにほ
ぼ倍増している。年平均増加率は１１.８％である。
これに対して，外資系企業の輸出入総額は，
１９８５年の２３.６億ドルから１９９１年の２８９.６億ドルま
でに増加し，１９８５年のそれの１２.３倍となる。年
平均増加率は５１.９％で，国全体の増加水準を遥
かに超えていることが分かる。外資系企業の輸
出入総額の全国の総輸出入額に占める割合は
１９８５年の３.４％から１９９１年の２１.４％までに上昇し
た。全国の総輸出額は１９８５年の２７３.５億ドルから
１９９１年の７１８.４億ドルまでに増加し，１９８５年のそ
れの２.６倍となり，年平均増加率は１７.５％であ
る。外資系企業の輸出総額は１９８５年の３億ドル
から１９９１年の１２０.５億ドルまでに増加し，１９８５年
の４０倍を超える。年平均増加率は８５.１％である。
外資系企業の輸出総額の全国の総輸出額に占め
る割合は１９８５年の１.１％から１９９１年の１６.８％まで
に上昇した。全国の総輸入額は１９８５年の４２２.５億
ドルから１９９１年の６３７.９億ドルまでに増加し，
１９８５年のそれの１.５倍で，年平均増加率は７.１％
である。外資系企業の輸入総額は１９８５年の２０.６
億ドルから１９９１年の１６９.１億ドルまでに増加し，
１９８５年のそれの８.２倍となり，年平均増加率は
４２％である。外資系企業の輸入総額の全国総輸
入額に占める割合は，１９８５年の４.９％から１９９１年
の２６.５％までに上昇した。
　上記の分析で分かるように，外資系企業の中
国の貿易なかんずく輸出貿易に対する牽引役は
極めて大きいことが分かる。外資直接投資企業
の投資先国の輸出貿易に対する牽引役について
の一般論的議論においてすでに明確な結論を出
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表２－７　主要国・地域別外資直接投資状況
単位：億ドル
１９７９～９１１９９１
総額に占め
る割合（％）実行金額契約件数国・地域契約金額契約件数国・地域
５７.３１３３.３５３０,２９７香港７２.１５８,５０２香港
１３.６３１.６９１,８８９日本１３.８９１,７３５台湾
１１.４２６.６３２,００４アメリカ８.１２５９９日本
３.７８.６６３,６０４台湾５.５８２４ドイツ
１.８４.１６１０２フランス５.４８６９４アメリカ
１.６３.８２１１９ドイツ２.９２３７７マカオ
１.４３.１９１４２イギリス１.５５１６９シンガポール
１.２２.７８６２９シンガポール１.３２３６イギリス
０.９１.９８１,０９０マカオ１.０８５２タイ
０.８１.９３１８３オーストラリア０.４４７４オーストラリア
１００２３２.７５４２,０２７合　　計１１９.７７１２,９７８合　　計
出所：《中国経済年鑑》編輯委員会編『中国経済年鑑・１９９２』，経済管理出版社，１９９２年，３１１～
３１２頁。
している。一般的に言えば外資直接投資企業は
国際市場志向戦略の一環として海外直接投資を
行い，さらに，外向型発展戦略を実施している
投資先国の国内資本企業との競合関係により，
外資直接投資と投資先国の輸出と正の相関を
もっていることが言えよう。
　この時期，外資直接投資の中国の輸出を大き
く寄与している要因としては，以下の４点にあ
ると考えられる。第１点は，すでに前述した通
りであるが，改革・開放以来，中国は輸出促進
と外資直接投資導入の促進という２本の柱で国
民経済の発展を図ろうとしてきた。すなわち，
外資直接投資と輸出促進を有機的に組み込まれ
る発展戦略を実施してきた。特にこの時期では，
外資直接投資企業の製品の国内販売率を厳しく
制限し，一部の企業は製品１００％の輸出を要求
されることもあった１６）。第２点は，前述した
国・地域別の外資直接投資状況では，香港・マ
カオ・台湾資本による直接投資は圧倒的に多い
という状況から，これら地域からの中小企業に
よる直接投資は，主に大陸の廉価な労働力，優
遇政策，資源賦存要素の利用等の要因による投
資が多く，製品の販売は国際市場に向けている
ケースが多くなっている１７）。第３点は，外資直
接投資企業が国際市場において，自身がもって
いる販売チャンネル，マーケティング開拓ノウ
ハウ，販売ノウハウ，管理技術などの優位は，
国内資本企業よりも輸出競争力をもっている１８）。
第４点は，外資直接投資企業は産業連鎖効果を
利用し，産業の川上或は川下分野へ進出し，そ
の分野の輸出を拡大させることにより，川上・
川下分野間の連鎖効果を通じて，関連産業の輸
出規模を拡大させる作用が働く１９）。
　しかし，ここで注意すべきは，当該時期の外
資直接投資企業の貿易収支はずっと赤字である
こと。外資直接投資は投資先国の輸出との間に
正の相関をもっていることはすでに上記の通り
であるが，これと同時に，中国にある外資直接
投資企業は，海外の親会社から中間財，資本財，
一部の労務を輸入する傾向は強く，そのため，
外資直接投資は投資先国の輸入を増加させる要
因にもなっている２０）。
　表２－８の貿易収支のデータを確認してみる
と，国全体の貿易収支は１９８５～８９年まではずっ
と赤字収支で，黒字収支になったのは１９９０と９１
年のみであった。これに対して，外資直接投資
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表２－８　外資系企業の輸出入状況（１９８５～９１年）
単位：億ドル
差　　　額輸　入　額輸　出　額輸出入総額
年 外資系
企業全国
外資系
企業全国
外資系
企業全国
外資系
企業全国
全国に占
める割合
（％)
全国に占
める割合
（％)
全国に占
める割合
（％)
－１７.７－１４９.０４.９２０.６４２２.５１.１３.０２７３.５３.４２３.６６９６.０１９８５
－１８.５－１１９.７５.７２４.３４２９.１１.９５.８３０９.４４.１３０.１７３８.５１９８６
－１９.１－３７.７７.２３１.２４３２.１３.１１２.１３９４.４５.２４３.３８２６.５１９８７
－３２.９－７７.５１０.４５７.５５５２.７５.２２４.６４７５.２８.０８２.０１,０２７.９１９８８
－３８.８－６６.０１４.９８８.０５９１.４９.４４９.１５２５.４１２.３１３７.１１,１１６.８１９８９
－４４.９８７.４２３.１１２３.１５３３.５１２.６７８.１６２０.９１７.４２０１.２１,１５４.４１９９０
－４８.６８０.５２６.５１６９.１６３７.９１６.８１２０.５７１８.４２１.４２８９.６１,３５６.３１９９１
出所：国家統計局貿易外経統計司編『中国対外経済統計年鑑・１９９９』，中国統計出版社，２０００年，国家統計局編
『中国統計年鑑』（各年），中国統計出版社の関連データにより作成。
企業の貿易収支状況は，期間中ずっと赤字収支
で，１９９１年は４８.６億ドルの期間中最大赤字収支
を記録した。外資直接投資の輸出は中国の輸出
全体に対して大きく寄与していると同時に，自
身の貿易収支は赤字収支となっている背景には，
中国の主な貿易形態として，いわゆる一般貿易
形態と加工貿易形態（委託・組立貿易と輸入加
工貿易が含む）がある。図２－２は，当該時期の
加工貿易額が貿易総額に占める割合を示してい
るが，加工貿易が占める割合は連年上昇してい
ることが分かる。このうち，外資直接投資企業
がかなり大きな割合で占めている。当該時期の
外資直接投資による加工貿易の統計は公表して
いない模様であるが，一部の文献資料によれば，
１９９１年の加工貿易額は４４１.８億ドルで，当年の貿
易総額の４２.４％に上る。そのうち，外資直接投
資による加工貿易額は２０２.４億ドルで，当年加工
貿易総額の６９.９％を占める状況にある２１）。一般
的に言えば，加工貿易は，その貿易形態上の特
性から，国内での加工業務により発生する付加
価値額の大上の如何に拘わらず，貿易による利
益を得ることになる２２）。この状況からすれば，
外資直接投資の貿易収支の中で，加工貿易によ
る黒字収支の計上がなければ，外資直接投資に
よる貿易収支の赤字額はさらに大きくなること
が考えられる。言い換えれば，外資直接投資の
一般貿易形態による貿易収支は大きな赤字収支
を計上していることが言えよう。今一つ注意す
べき点は，当該時期中国への外資直接投資はい
わゆるグリーンフィールド投資という直接投資
の形態が主であったため，外資直接投資企業は
投資として自家用輸入設備・資材（Equipment/ 
Materials Investment by FIE）の輸入がかなり
多いことから，外資直接投資の貿易収支に大き
く影響し，外資直接投資の全体の輸入額を押し
上げる結果となっている。
　本稿は，中国のいわゆる対外開放の実験的準
備期（１９７９～８４年）における外資直接投資導入
の経験の総括の上に立ち，冒頭で述べた対外開
放重点的拡大と沿海地域の全面開放段階の動き
に呼応する形での外資直接投資導入をより拡大
し，初歩的成長段階に入る外資直接投資利用の
状況をまとめてものである。国内の経済体制改
革の深化と対外開放の拡大と同時に，対外的に
は，外資直接投資導入に関する法整備の完備と
優遇政策の拡大を行い，外資直接投資利用を積
極的に推進してきた。国内経済体制とのミス
マッチにより，外資直接投資の利用上において
はいくつかの問題点も残っているが，外資直接
投資導入戦略による国民経済の発展を図る意味
78 広島経済大学経済研究論集　第３３巻第３号
出所：江小涓主編『中国開放３０年：増長，結構与体制変遷』，人
民出版社，２００８年，４７頁，王洪慶著『外商直接投資的貿
易効応研究』，経済科学出版社，２００７年，１３４頁の関連資
料より作成。
図２－２　貿易総額に占める加工貿易額の割合
においては，より推進された外資直接投資導入
への取組みは評価すべきである。それら問題点
を見据え，国内経済体制のさらなる改革を図っ
た１９９２年以後の外資直接投資の利用について，
稿を改めてその内容をまとめることにしたい。
注
１）　《中国対外経済貿易年鑑》編輯委員会編『中国対
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